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改正案 現行 

別紙様式第８号（第 110 条第１項関係） 

（日本工業規格Ａ４） 

年    月    日 

○○財務（支）局長  殿 

設立企画人 

住 所 

氏 名               印 

法人にあっては、商号又は名称 

及び代表者の氏名 

電話番号（  ）  －   

 

     投資法人の不成立に関する届出書 

 

下記事由により投資法人が成立しなかったので、投資信託及び投資法人に関する法律施行規

則第 110 条第１項の規定により届け出ます。 

記 

１．～３．（略） 

（記載上の注意） 
法第69条第１項の規定による届出書に婚姻前の氏名を併せて記載して提出した者について

は、当該届出書に記載した当該氏名を変更する旨を届け出るまでの間、「氏名」に当該氏名を
括弧書で併せて記載し、又は当該氏名のみを記載することができる。 

 

別紙様式第８号（第 110 条第１項関係） 

（日本工業規格Ａ４） 

年    月    日 

○○財務（支）局長  殿 

設立企画人 

住 所 

氏 名               印 

法人にあっては、商号又は名称 

及び代表者の氏名 

電話番号（  ）  －   

 

     投資法人の不成立に関する届出書 

 

下記事由により投資法人が成立しなかったので、投資信託及び投資法人に関する法律施行規

則第 110 条第１項の規定により届け出ます。 

記 

１．～３．（略） 

（新設） 

 

 

 

  

○投資信託及び投資法人に関する法律施行規則（平成十二年総理府令第百二十九号） 別紙様式第８号 
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改正案 現行 

別紙様式第 16 号（第 219 条関係） 

（日本工業規格Ａ４） 

（第１面） 

年  月  日 

 

○○財務（支）局長  殿 

届出者 登録番号 ○○財務（支）局長 第   号 

住  所 

商  号 

執行役員名            印 

電話番号（   ）   －    

     投資法人登録事項変更届出書     

下記事項について変更しましたので、投資信託及び投資法人に関する法律第 191 条第１項の

規定により届け出します。この届出書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

（略） 

（記載上の注意） 

１．法第 188 条第１項の登録申請書又は法第 191 条第１項の規定による届出書に婚姻前の氏

名を併せて記載して提出した者については、これらの書類に記載した当該氏名を変更する

旨を届け出るまでの間、「執行役員名」に当該氏名を括弧書で併せて記載し、又は当該氏

名のみを記載することができる。 

２．・３．（略） 

 

別紙様式第 16 号（第 219 条関係） 

（日本工業規格Ａ４） 

（第１面） 

年  月  日 

 

○○財務（支）局長  殿 

届出者 登録番号 ○○財務（支）局長 第   号 

住  所 

商  号 

執行役員名            印 

電話番号（   ）   －    

     投資法人登録事項変更届出書 

下記事項について変更しましたので、投資信託及び投資法人に関する法律第 191 条第１項の

規定により届け出します。この届出書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。 

（略） 

（記載上の注意） 

（新設） 

 

 

 

１．・２．（略） 

  

 

  

○投資信託及び投資法人に関する法律施行規則（平成十二年総理府令第百二十九号） 別紙様式第 16 号 
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改正案 現行 

別紙様式第 17 号（第 220 条関係） 

（日本工業規格Ａ４） 

 

年  月  日 

 

○○財務（支）局長 殿 

 

届出者 住  所 

氏  名             印 

電話番号（   ）   －    

 

     投資法人解散届出書 

 

下記の事由に該当することとなりましたので、法第 192 条第１項の規定により届け出ます。 

 

記 

 

１．～５． （略） 

（記載上の注意） 

１．法第 188 条第１項の登録申請書又は法第 191 条第１項の規定による届出書に婚姻前の氏
名を併せて記載して提出した者については、これらの書類に記載した当該氏名を変更する
旨を届け出るまでの間、「氏名」に当該氏名を括弧書で併せて記載し、又は当該氏名のみ
を記載することができる。 

２．「該当事由」は、法第 192 条第１項各号に掲げる事項のうち、該当する事由を記載する
こと。 

 

別紙様式第 17 号（第 220 条関係） 

（日本工業規格Ａ４） 

 

年  月  日 

 

○○財務（支）局長 殿 

 

届出者 住  所 

氏  名             印 

電話番号（   ）   －    

 

     投資法人解散届出書 

 

下記の事由に該当することとなりましたので、法第 192 条第１項の規定により届け出ます。 

 

記 

 

１．～５． （略） 

（記載上の注意） 

「該当事由」は、法第 192 条第１項各号に掲げる事項のうち、該当する事由を記載するこ
と。 

 

 

  

○投資信託及び投資法人に関する法律施行規則（平成十二年総理府令第百二十九号） 別紙様式第 17 号 
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改正案 現行 

別紙様式第 18 号（第 256 条第１項関係） 

（日本工業規格Ａ４） 

第 期 
  年  月  日から
  年  月  日まで 営業報告書 

 

○○財務（支）局長  殿 

 

  年  月  日提出 

登録番号 ○○財務（支）局長 第 号 

商  号  印 

所 在 地   

執行役員名  印 

 

（記載上の注意） 

法第 188 条第１項の登録申請書又は法第 191 条第１項の規定による届出書に婚姻前の氏
名を併せて記載して提出した者については、これらの書類に記載した当該氏名を変更する
旨を届け出るまでの間、「執行役員名」に当該氏名を括弧書で併せて記載し、又は当該氏
名のみを記載することができる。 

 

業  務  の  状  況 

(1)～(3) （略） 

 (4) 執行役員及び監督役員の状況 

（略） 

（記載上の注意） 

１．「執行役員の異動状況」及び「監督役員の異動状況」は、当期中に異動があった者を
記載すること。 

２．法第 188 条第１項の登録申請書又は法第 191 条第１項の規定による届出書に婚姻前の
氏名を併せて記載して提出した者については、これらの書類に記載した当該氏名を変更
する旨を届け出るまでの間、「前任者名」又は「新任者名」に当該氏名を括弧書で併せ
て記載し、又は当該氏名のみを記載することができる。 

(5) （略） 

 

別紙様式第 18 号（第 256 条第１項関係） 

（日本工業規格Ａ４） 

第 期 
  年  月  日から
  年  月  日まで 営業報告書 

 

○○財務（支）局長  殿 

 

  年  月  日提出 

登録番号 ○○財務（支）局長 第 号 

商  号  印 

所 在 地   

執行役員名  印 

 

（新設） 

 

 

 

 

業  務  の  状  況 

(1)～(3) （略） 

 (4) 執行役員及び監督役員の状況 

（略） 

（記載上の注意） 

「執行役員の異動状況」及び「監督役員の異動状況」は、当期中に異動があった者を記
載すること。 

 

 

 

 

(5) （略） 

 

  

○投資信託及び投資法人に関する法律施行規則（平成十二年総理府令第百二十九号） 別紙様式第 18 号 
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改正案 現行 

別紙様式第 19 号（第 257 条関係） 

（日本工業規格Ａ４） 

年  月  日 

 

○○財務（支）局長  殿 

 

届出者 登録番号 ○○財務（支）局長 第   号 

住  所               

商  号               

執行役員名            印 

電話番号（   ）   －    

 

     投資法人臨時報告書 

 

    投資法人の純資産の額が、基準純資産額を下回るおそれがあるので、下記事項につ

いて、投資信託及び投資法人に関する法律第 215 条第１項の規定により届け出ます。この届出

書の記載事項は、事実に相違ありません。 

 （略） 

（記載上の注意） 

法第188条第１項の登録申請書又は法第191条第１項の規定による届出書に婚姻前の氏名
を併せて記載して提出した者については、これらの書類に記載した当該氏名を変更する旨
を届け出るまでの間、「執行役員名」に当該氏名を括弧書で併せて記載し、又は当該氏名
のみを記載することができる。 

 

別紙様式第 19 号（第 257 条関係） 

（日本工業規格Ａ４） 

年  月  日 

 

○○財務（支）局長  殿 

 

届出者 登録番号 ○○財務（支）局長 第   号 

住  所               

商  号               

執行役員名            印 

電話番号（   ）   －    

 

     投資法人臨時報告書 

 

    投資法人の純資産の額が、基準純資産額を下回るおそれがあるので、下記事項につ

いて、投資信託及び投資法人に関する法律第 215 条第１項の規定により届け出ます。この届出

書の記載事項は、事実に相違ありません。 

（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

○投資信託及び投資法人に関する法律施行規則（平成十二年総理府令第百二十九号） 別紙様式第 19 号 


